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研究成果の概要（和文）：3・11を経て、再生可能エネルギーの固定価格買取制度が2012年7月に導入された。本研究は
挑戦的萌芽研究「再生可能エネルギーの政治経済学」の後継の研究であり、この固定価格買取制度が日本および諸外国
（ドイツ、スペイン、カナダ・オンタリオ州、韓国、中国、米国、イスラエルなど）でどのような形で進展し、またそ
の政治経済学なインプリケーションについて分析を行った。
本研究では、固定価格買取制度のケーススタディーの分析、ケーススタディーの類型化、固定価格買取制度の「出口戦
略」とスマートコミュニティの促進について分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Japan’s natural and nuclear disasters of March 11, 2011 were followed by the 
adoption of the feed-in tariff from July of 2012. The current research project aimed at following up the 
work undertaken in the researchers’ 2011-2012 “Political Economy of Renewable Energy” Grant-in Aid for 
Challenging Exploratory Research. The current research project sought to examine the development and 
political economy implications of the feed-in tariff in Japan and other countries, including Germany, 
Spain, Canada, Korea, China, the US, Israel). The research undertook case studies of the feed-in 
tariff’s deployment, case studies of the feed-in tariff’s generalization, the feed-in tariff as a 
policy within an evolving framework of resilience, and the feed-in tariff’s emerging role and “exit 
strategy” in the context of the accelerating promotion of smart communities.

研究分野：経済政策
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１．研究開始当初の背景 
（1）2011 年 3 月 11 日の東日本大震災と福
島第一原子力発電所事故の発災を受けて、我
が国のエネルギー政策の見直しが余儀なく
された。このエネルギー政策の見直しの過程
で、太陽光、風力、中小水力、地熱、および
バイオマス由来の再生可能エネルギー電気
に対する「総合的な」固定価格買取制度が
2012 年 7 月 1 日に施行された。これを受け
て日本各地では太陽光を中心に再生可能エ
ネルギー発電設備の大幅な増加が見られた。
こうしたことから本研究が研究対象とした
再生可能エネルギーの固定価格買取制度は
多くの雇用と経済効果を生んでいる。 
 
（2）本研究の助成期間は、日本では固定価
格買取制度が制定されてからちょうど最初
の 3年間にあたり、再生可能エネルギーや固
定価格買取制度に関する支持的あるいは批
判的な議論が同時代的に進展している時期
でもあった。福島第一原子力発電所事故以降、
様々な形で再生可能エネルギーの導入が謳
われてきた。具体的には、特に、事故直後は
脱原発依存と原子力の代替の観点から、2012
年の衆議院選挙以降は地域創生とスマート
コミュニティの普及、2014 年以降は気候変
動の国際的な枠組み構築に向けた観点であ
る。 
 
（3）本研究では、こうしたことを前提に置
きながら、この短期間の中で、再生可能エネ
ルギーと固定価格買取制度の政策的な役割
が劇的に変化している。もっとも、固定価格
買取制度で推進されているアプローチは 3つ
に類型化でき、①市民主導型、②民間（大企
業）主導型、③地方自治体主導型である。こ
れらのアプローチについて、国内における政
策分析および国際比較の観点から、政策の背
後にある政治経済学的な独立変数と従属変
数についての分析を本研究では対象として
いる。 
 
 
２．研究の目的 
（1）必要性を共有しながら、今後加速的な
普及が要求される再生可能エネルギーと役
割が増す固定価格買取制度について、制度・
政策、および政策決定過程の観点から研究を
行い、その普及を阻害する要因を明らかにす
る。 
 
（2）政治経済学的な観点から、公的部門の
レベル（国、都道府県、市町村）ごとに、再
生可能エネルギーへの転換と、政策による社
会経済への影響（成長や雇用の変化）、波及
効果を考察する。特に、再生可能エネルギー
を促進する、①市民主導型、②民間（大企業）
主導型、③地方自治体・公的部門主導型のア
プローチについて、国内外様々な事例を用い
ながら、類似点や背後にある政策的インプリ

ケーションを探る。 
 
 
３．研究の方法 
2010～2011 年に科研費事業（挑戦的萌芽）で
補助を受けた研究課題「再生可能エネルギー
促進政策の政治経済学」で用いた情報収集型
の研究手法を踏襲し、再生可能エネルギー、
固定価格買取制度およびそれと関連の深い
スマートコミュニティに関する研究を行っ
た。初年度は直前に助成を受けた科研費事業
の成果を中心に制度比較を行い、2年目はそ
の他の事例や類似の事例について比較検討
を行った。最終年度は固定価格買取制度で設
置された再生可能エネルギーの受容や出口
戦略としてのスマートコミュニティの国内
外の事例を検討した。（詳細は下記に記す。） 
 
（１）再生可能エネルギー、固定価格買取制
度およびそれと関連の深いスマートコミュ
ニティに関する政策研究のため、中央政府
（政治家や官僚）、地方自治体および市民社
会の役割に注目し、関連する文献資料の収集
とともに、実際にステークホルダーへのイン
タビュー調査を行った。 
 
（２）再生可能エネルギー、および固定価格
買取制度の政策研究にあたっては日本以外
に、2012 年は EU（特にドイツ）、北米、東ア
ジア、2013 年度は米国（特に米軍）、イスラ
エルなどの事例を比較対象に加え、固定価格
買取制度と類似する政策や補完する施策に
ついても分析を行った。 
 
（３）スマートコミュニティの研究に関して
は、国内の事例に加えて、EU、カナダおよび
インドの事例を参考に、固定価格買取制度に
より増加する再生可能エネルギーを受け入
れるエネルギーインフラ設備としてのみな
らず、災害に強いレジリエントな都市の構築
についても検証を行った。 
 
 
４．研究成果 
本研究で試みたことは大きく分けて4つに整
理できる。（1）先行研究のケーススタディー
の分析の深化、（2）先行研究で対象としなか
ったケーススタディーの分析、（3）固定価格
買取制度のケーススタディーの類型化と政
治経済学な要因分析、（4）固定価格買取制度
の出口戦略と社会・市場統合である。 
 
（1）本研究は固定価格買取制度が導入され
た重要な3年間を同時代的に捕捉するととも
に、直前に挑戦的萌芽研究にて助成を受けた
先行研究「再生可能エネルギー促進政策の政
治経済学」でケーススタディーとして扱った
ドイツやスペイン、カナダ・オンタリオ州、
韓国、中国における動向についての研究をよ
り深めるという目的はまず果たしている。例



えばドイツの事例については、シュタットベ
ルケや KfW の役割に着目し、公的部門の役割
について分析を加えた論考を数点公表して
いる。 
 
（2）次に、挑戦的萌芽研究にて助成を受け
た先行研究で扱わなかった事例についても
調査及び分析を行った。具体的には、米国（米
軍）およびイスラエルを中心に公的部門の役
割に着目してケーススタディーとして扱っ
ている。米軍の事例は必ずしも固定価格買取
制度と言い切ることはできないが、基地内に
おける長期契約プログラムにより、再生可能
エネルギーを継続的にかつ安定的に買い取
るという、固定価格買取制度の根幹の機能を
果たしていることについて指摘した。 
 
（3）本研究でのケーススタディー分析を行
う上で、この 3年間という短期間の中で再生
可能エネルギーと固定価格買取制度の政策
的な役割が劇的に変化している点に着目し、
固定価格買取制度で推進されているアプロ
ーチの類型化に試みた。具体的には 3つに類
型化でき、①市民主導型、②民間（大企業）
主導型、③地方自治体・公的部門主導型であ
る。これらにそれぞれのケーススタディーを
当てはめ、政治経済学的な要因（独立変数と
従属変数など）を探った。 
 
（4）本研究では、増加する再生可能エネル
ギーをどう社会や市場に統合するのかとい
うことの分析も試みている。本研究で検討し
たのはスマートコミュニティの促進におい
て再生可能エネルギーをどう位置付けてい
くかという視点である。実際日本では、3・
11 以前からスマートコミュニティのフラグ
シップ事業が存在したが、事故後はエネルギ
ーインフラ（しかも主力は再生可能エネルギ
ー）を基礎とした政府、地方自治体、および
民間主導のスマートコミュニティが進展し
ている。エネルギーの地産地消（あるいは地
産地所有）を加速する観点からも、ユーザー
側の管理や省エネを進める観点からも、ある
いは気候変動や地震などの災害に強い街づ
くりの観点からもスマートコミュニティの
導入は必須である。この中で固定価格買取制
度の役割をどう位置付けるかということに
ついて分析を加えた論考を公表している。 
 
（5）もっとも、3・11 以降インタビューを受
ける機会や、記事・論文等の原稿依頼が非常
に増加したこともあり、これまで以上に情報
収集ならびに、研究成果を発信する機会にめ
ぐまれた。具体的な研究成果として、国際会
議は行わなかったが、その代わりに論文、招
待報告、図書の本数が格段に増加している。 
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